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事  業  報  告 

自 ２０２３年４月 １日 

至 ２０２４年３月３１日 

 

1. 株式会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当期における我が国経済は、新型コロナウイルスと共存する新しい生活様式が定着し経済活動

の正常化が進みましたが、ウクライナ情勢、急激な物価高騰や円安の進行等、先行きが不透明な

状況が続きました。 

このような中、広島空港における 2023 年度の国内線航空旅客数は計画比 95％となる 252 万人

となりました。2022 年度比では 124％ではあったものの、新型コロナウイルス影響前の 2019 年度比

では 93％の水準にとどまりました。また、国際線については、復便・新規就航が続き、2023 年度の

国際線航空旅客数は計画達成（計画比 100％）の 17 万人となりましたが、新型コロナウイルス影響

前の 2019 年度比では 55％と、回復半ばの水準となりました。 

 

当社は、航空需要の早期回復に向け既存路線の維持・拡大、運休路線の再開と新規路線の開

設を目指すとともに、ビジネス・観光需要をイン/アウトバウンド双方から掘り起こし、成長の基盤とな

る設備投資や安全・安心を守る体制の強化を推し進めてまいりました。 

 

当期の連結の業績につきましては、営業収益 4,312 百万円（前年度 3,149 百万円）、設備投資

の抑制や経費削減を推し進めたことにより営業損失は 1,379 百万円（同 1,846 百万円）、当期純損

失は 1,584 百万円（同 2,060 百万円）となりました。 

 

（航空ネットワーク） 

国内線につきましては、本邦航空各社と連携した搭乗キャンペーンや旅行商品造成、プロモー

ションの実施に加えて、本邦航空会社の在外支店と連携した羽田経由のインバウンドを強化する

施策を行ってまいりました。 

国際線は 2022 年度復便の台北線に加え、ソウル線、大連・北京線、上海線と続いての復便とな

り、同 8 月には国際線累計 800 万人を達成致しました。特にソウル便は 2024 年 1 月 12 日からダ

ブルデイリー運航となり、同年 3 月 7 日には仁川国際空港と戦略的パートナーシップ協定を締結

し、共同プロモーションを開始致しました。シンガポール、タイ、ベトナムといった東南アジア各地に

おきましても、旅行フェアや商談会へ出展、事業者と意見交換を行う FAM トリップを実施し広島空

港向け送客の拡大に向けて取り組んでまいりました。 

 

（交通アクセス） 

立体駐車場を 2023 年 4 月から供用、あわせて予約サービスを開始致しました。同年 11 月には

平面駐車場をリニューアルし、エリア満空表示とカーポート型の車室を設置、構内道路の混雑緩和

と乗降時の事故リスク減少のため駐車場内にドロップオフレーンを設け、これらの施策と併せて、一
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部駐車料金を変更、多客期料金を導入しました。 

2023 年 7 月には尾道･向島線の予約制乗合タクシーが、同年 12 月にはリムジンバスの実証実 

験として宮島口線、アルパーク・ジアウトレット広島線の 2 路線が運行開始となりました。効果検証

を行い本運行を目指します。 

また、駐車場区画内において2024年1月にレンタカーステーション整備工事を開始致しました。

当工事により徒歩で空港からアクセスできる場所にレンタカー各社のカウンターが集約され、空港

到着後に送迎車両を待つことなく、スムーズなチェックインサービスが可能となります。 

 

（空港施設） 

免税売店をはじめとして国際線復便にあわせた商品展開を行うとともに、訪日外国人用の免税

自動販売機を設置、飲食エリアには新店舗（立ち呑み福）がオープン致しました。2024 年 3 月には

オンラインショップを開始、また年間を通じて、地元市町の特産品を販売する「りんくうさんぽ市」を

はじめとする催事やイベントを開催し集客、賑わい作りを行い、顧客ニーズを収益拡大に繋げる取

り組みを継続してまいりました。 

2023 年 9 月には旅客ターミナル東側にて増築工事を開始致しました。狭隘となっているゲートラ

ウンジを拡張移転し、国内空港初となる展望デッキ直結のラウンジも整備致します。 

 

（地域連携・地域共生） 

今年度におきましても関係団体との連携強化を継続し、沖縄市観光物産振興協会、環境省（国

立公園）、空・道・港（観光 DMO)とパートナーシップ協定を締結、連携した PR やイベントの開催を

行ってまいりました。また、台北線の利用促進及び台湾観光の魅力 PR を行ったことが評価され、

台湾観光局から「台湾観光貢献賞」を授与されました。 

地域との共生につきましては、広島空港を学校教育の「学びの拠点」として位置付け、空港・航

空に関わるお仕事講座の開催や生徒によるプロポーザル大会を実施し、また奨学金制度を開始

致しました。これにより広島県内の学校や学習団体における次世代層を対象に航空業界への理解

を深めて頂くとともに、同業界を就職先の選択肢として志す人材育成をサポートしています。 

 

（安全・安心） 

各種事案に備えた訓練を継続的に実施した他、航空機事故対応訓練については医療機関にも

参加頂く総合訓練として、当社として初めて実施致しました。また、旅客ターミナル増築工事にあわ

せ 72 時間連続稼働の非常用発電機を整備、2024 年 12 月の完成を予定しています。 

安全・安心を担う空港運営の基盤である人材の確保を推し進めるために、空港内事業者合同の

企業研究・見学会やインターンシップといった前年度からの活動継続に加え、事業者の枠を超え

た空港全体での合同オリエンテーションの開催や、大学の授業の一環としての空港見学会を開催

致しました。 

 

（全社挙げての取り組み） 

5 月 19 日～21 日まで広島市で開催された G7 広島サミットのため、各国首脳を乗せた航空機が

広島空港へ飛来しました。主要参加国の代表団が到着する要所として安全安心な運営を確保す

るため、空港職員及び関係各所の職員が一丸となって対応致しました。 
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 10 月 29 日には開港 30 周年を迎えることができました。記念ロゴマークを制定し、「ありがとうでつ

なぐ未来へ。」をキャッチコピーに、空港を支えてくださった皆さまに感謝を伝える取り組みを 2024

年 3 月まで実施しました。 

（２）設備投資等の状況 

当期の主な内容は以下の通りとなります。 

・空港駐車場平面改修工事         448 百万円 

・G7 サミット用仮設 GSE 置場整備工事  76 百万円 

・空港ネットワーク構築工事        14 百万円 

・立体駐車場広告看板設置工事      10 百万円 

（３）資金調達の状況 

2021 年 3 月 31 日に株式会社広島銀行をアレンジャーとする合計 8 の金融機関との間で締

結した「広島空港特定運営事業等シニア金銭消費貸借契約」に基づき、設備投資等の支払い

を資金使途として、1,817 百万円の借入を実行しました。 

（４）財産及び損益の状況 

①当社の財産及び損益の状況の推移 

 第 1 期 

（2020 年度） 

第 2 期 

（2021 年度） 

第 3 期 

（2022 年度） 

第 4 期 

（2023 年度） 

売上高（百万円） 9 1,652 2,421 3,545 

当期純損失（百万円） △837 △2,181 △2,115 △1,591 

1 株当たり当期純損失（円） △5,584.50 △10,810.35 △10,076.04 △7,577.32 

純資産（百万円） 14,662 15,481 13,365 11,773 

総資産（百万円） 33,325 33,427 31,680 30,672 

（注）2020 年度の会計年度は、当社設立日 2020 年 11 月 18 日から 2021 年 3 月 31 日です。 

②企業集団の財産及び損益の状況の推移 

 第 1 期 

（2020 年度） 

第 2 期 

（2021 年度） 

第 3 期 

（2022 年度） 

第 4 期 

（2023 年度） 

売上高（百万円） - 2,274 3,149 4,312 

親会社株主に帰属する当

期純損失（百万円） 

- △2,495 △2,060 △1,584 

1 株当たり当期純損失（円） - △12,368.84 △9,813.85 △7,546.27 

純資産（百万円） - 15,661 13,600 12,016 

総資産（百万円） - 33,767 32,042 31,042 

（５）対処すべき課題（注力すべき施策） 

   新型コロナウイルス感染症が収束しアフターコロナへ移行する中、空港が持つゲートウェイ機

能の回復・強化を進めてまいります。 

航空ネットワークについては、既存路線の復便・デイリー化に加え、国際線は韓国をはじめと

する東アジア、国内線は東京（羽田・成田）の回復・拡充に注力し、昨年度に引き続き、グランド

ハンドリング・保安検査体制の構築を徹底的にサポートして参ります。貨物エリアにつきましても、

安定運用のための体制強化、ならびに地域の物流インフラとしての機能強化を目指してまいりま

す。 
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交通アクセスについては、レンタカーステーションを開設し、空港利用者の利便性を向上させ

ることにより、広域移動を促進してまいります。関係者と連携し、高速バス路線の実証実験として

宮島線の継続と山陰・四国方面へのバス路線の検討を行うとともに、福山・尾道へのアクセスバ

ス・乗合タクシーの利用促進策を検討・実施致します。  

   空港施設については、航空需要の拡大を見据えた旅客ターミナルビルの増築・改修計画を進

め、PSFC（旅客サービス施設使用料）の導入を目指します。瀬戸内・山陰の魅力を発信する商

業エリアのリニューアル計画を策定し、新規就航等の国際線の動きにあわせ、免税売店及び既

存店舗の売上拡大をスピード感を持って進めて参ります。また、昨年度に引き続き空港の脱炭

素化に向けた施策を実施してまいります。 

   地域との連携・共生については、地元自治体・各組織等地域関係者一丸となりエリアプロモー

ションによる需要創造を行い、更なる航空需要の拡大に繋げてまいります。空港全体での CS・

ES 活動を推進し、満足度向上を図るとともに、空港周辺での新しい施設の開設を踏まえ、施設

間の連携を深め臨空エリアのにぎわい創出を図ってまいります。 

   安全・安心への取り組みについては、72 時間連続稼働の非常用発電機を整備し、国際線の

復便等が進むことを踏まえ、関係機関との連携を更に強めながら推進してまいります。航空機事

故対応等の実践的な訓練を継続して実施し、訓練の精度を高めることで有事対応力の強化を

図ります。 

事業期間終了時のビジョン「中四国の持続的成長を牽引し続ける圧倒的№1 ゲートウェイ」の

実現を目指してまいります。 

（６）主要な事業内容 

① 民間資金等の活用による公共施設等の設備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１

７号）第２条第７項に定める公共施設等運営権の設定を受けた、広島空港特定運営事業等に

関する一切の業務 

② ホテル業及びその関連事業 

（７）主要な事業所、従業員の状況 

① 当社 広島県三原市本郷町善入寺６４番地３１ 

② 株式会社広島エアポートホテル 広島県三原市本郷町善入寺６４番２５ 

③ 従業員の状況（2024 年 3 月 31 現在） 

      項目 

性別 

従業員数 

（名） 

平均年齢 

（歳） 

平均勤続年数 

(年) 

男 122 43.0 6.7 

女 54 37.9 7.2 

計 176 41.4 6.9 

（注）平均勤続年数は、広島空港ビルディング株式会社での勤続年数を通算しています。 
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（８）子会社の状況（2024 年 3 月 31 日現在） 

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容 

株式会社広島エアポートホテル 1,000 万円 100% ホテル業 

（９）主要な借入先及び借入額（2024 年 3 月 31 日現在） 

借入先 借入額（残高） 

シンジケートローン 13,220 百万円 

（注） 株式会社広島銀行をアレンジャーとする合計 8 の金融機関による協調融資です。 

 

2. 株式に関する事項（2024 年 3 月 31 日現在） 

（１）発行可能株式総数  226,000 株       内訳  普通株式     210,000 株 

                                     A 種優先株式   16,000 株 

（２）発行済株式の総数  226,000 株       内訳  普通株式     210,000 株 

                                    A 種優先株式   16,000 株 

（３）株主の総数       16 社 

（４）株主名 

株主名 持株数 持株 

比率 普通株式 A 種優先株式 合計 

三井不動産株式会社 67,200 株 8,258 株 75,458 株 33.4% 

東急株式会社 63,000 株 7,742 株 70,742 株 31.3% 

ひろぎんキャピタルパートナー

ズ株式会社 

20,160 株 ― 20,160 株 8.9% 

広島電鉄株式会社 14,000 株 ― 14,000 株 6.2% 

株式会社広島銀行 10,500 株 ― 10,500 株 4.6% 

住友商事株式会社 10,500 株 ― 10,500 株 4.6% 

九州電力株式会社 4,620 株 ― 4,620 株 2.0% 

中国電力株式会社 3,220 株 ― 3,220 株 1.4% 

東急建設株式会社 3,150 株 ― 3,150 株 1.4% 

株式会社東急コミュニティー 3,150 株 ― 3,150 株 1.4% 

マツダ株式会社 2,800 株 ― 2,800 株 1.2% 

福山通運株式会社 2,800 株 ― 2,800 株 1.2% 

株式会社広島マツダ 1,820 株 ― 1,820 株 0.8% 

広島ガス株式会社 1,680 株 ― 1,680 株 0.7% 

株式会社中電工 1,260 株 ― 1,260 株 0.6% 

株式会社エネコム 140 株 ― 140 株 0.1% 

合計 210,000 株 16,000 株 226,000 株 100.0% 

（注）持株比率は、普通株式の総数と、発行済みの A 種優先株式の総数の合計から計算して

おります。（小数点以下第 2 位を四捨五入） 

 

 

 

 

 

- 5 -



 

３．会社役員に関する事項（2024 年 3 月 31 日現在） 

（１）取締役及び監査役の氏名等 

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

中村 康浩 代表取締役社長 

社長執行役員 

株式会社広島エアポートホテル代表取締役社長 

坂本 織也 取締役副社長 

副社長執行役員 

航空営業本部長 

 

小林 和俊 取締役副社長 

副社長執行役員 

地域連携本部長 

 

須永 尚 取締役 三井不動産株式会社 ソリューションパートナー本部 

事業開発部長 

岩井 卓也 取締役 東急株式会社 常務執行役員 

横見 真一 取締役 株式会社広島銀行 取締役常務執行役員  

営業統括本部長 

亀村 直樹 常勤監査役  

小寺 洋 監査役 ひろぎんエリアデザイン株式会社 取締役副社長 

藤井 義則 監査役 公認会計士 

  （注） 

   ① 取締役 岩井卓也氏、同 横見真一氏、監査役 小寺洋氏は、2023 年 6 月 26 日開催の

第 3 期定時株主総会において就任いたしました。 

   ② 取締役 須永尚氏、同 岩井卓也氏、同 横見真一氏の 3 氏は、会社法第２条１５号に定

める社外取締役です。 

   ③ 監査役 亀村直樹氏、同 小寺洋氏、同 藤井義則氏の 3 氏は、会社法第２条第１６号に

定める社外監査役です。 

④ 監査役 藤井義則氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有する者であります。 

⑤ 当社は社外取締役 須永尚氏、同 岩井卓也氏、同 横見真一氏、社外監査役 小寺 

洋氏、同 藤井義則氏との間で、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、

会社法第 425 条第 1 項に定める最低責任限度額をその責任の限度とする旨の契約を締

結しております。 

   ⑥ 当社は当社の取締役及び監査役の全員を被保険者とする会社法第 430 条の 3 第 1 

項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険

契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に 

起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が

塡補されることとなります。 
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   ⑦ 取締役及び監査役の報酬等の総額 

区分 支給人数 報酬等の額 摘要 

取締役 4 人 31,860 千円 役員報酬 

監査役 2 人 7,004 千円 役員報酬 

計 6 人 38,864 千円  

 

４．会計監査人に関する事項 

会計監査人の名称 

   公認会計士 奧兆生 

 

５．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

（１）取締役会決議 

当社の業務の適正を確保するための体制の整備等については、2020 年 11 月 18 日の会

社設立以降、定期的に取締役会を開催し、社内規程の整備等の体制構築を進めており、内

部統制の基本方針及び体制整備を行うことについても以下のとおり決議を致しました。 

① 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

a.取締役会規則及び経営会議規程を整備し、それらの会議体において取締役、執行役員

及び重要使用人の職務の執行状況について報告がなされる体制とする。 

b.法令及び定款に基づく各種社内規程を制定し、これに従い職務の執行を行う。 

c.社長直轄部門である内部監査室を設け、各部門における職務執行の状況をモニタリング

する。 

d.反社会的勢力及び団体を排除・遮断することとし、警察当局等外部機関と緊密に連携を

持ちながら対処する。 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

a.取締役の職務の執行に係る情報について、文書管理に関する社内規則に従い適切に保

存及び管理を行う。 

b.保存された文書は、取締役・監査役・モニタリング担当者（内部監査室等）により随時に閲

覧できる体制をとる。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

a.航空の安全確保及び空港保安に係る空港運営全体の規程を整備し、リスクマネジメント

体制を敷く。その運用にあたり関係機関及び空港内他事業体と密接に連携して対応する。 

b.リスク管理に関する社内規程を制定し、危機管理の実行体制を整える。 

c.セルフモニタリング体制により、リスクの予兆管理を行う。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

a.取締役会を定期的に開催し重要事項に係る意思決定を迅速に行う。 

b.経営会議にて、取締役会の決定に基づく業務執行の実効性を確保するとともに、取締役

会へ上程すべき重要事項の審議、検討を行う。 
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⑤ 企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

a.グループ会社、出資会社の担当部署を定め、グループ会社、出資会社の管理を行う。 

⑥ 監査役会の職務執行の実効性を確保するための体制 

a.内部監査室が監査役会の職務を補助する。 

b.監査役会の補助を行う従業員は、監査役会の指揮命令の下で職務を執行する。 

c.監査役会を補助する従業員の人事に関する事項については、監査役会と事前に協議す

る。 

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制 

  a.監査役による重要会議への出席及び重要書類閲覧の機会を確保する。 

  b.取締役、執行役員及び従業員は、監査役会から重要な業務執行に関する事項の報告・

説明を求められた場合は、これに応じる。 

   c.取締役、執行役員及び従業員は、会社に重大な損害を与えるおそれのある事実を発見し

た場合は、すみやかに監査役会に報告を行う。 

    d.取締役は、監査役会に上記の報告を行った者がそれにより不利な取扱いを受けないよう

に適切に対応する。 

    e.代表取締役、内部監査室は、監査役会と必要に応じて意見交換等を行い、内部統制の

体制整備、改善を進める。 

  f.監査役がその職務を執行するうえで必要な費用について、監査役と協議のうえで予算措

置をし、費用の前払いが必要な時には担当部署において対応する。 

（２）体制の運用状況 

上記、業務の適正を確保するための体制については、その方針に基づき整備を行うととも

に、各部門による日常のセルフモニタリングと社長直轄部門である内部監査室による定期的

なモニタリングにより、実施状況の確認と必要な場合の是正を行っています。 

 

- 8 -



（単位：千円）

金 額 金 額

5,737,716 836,270

5,102,175 44,241

331,867 113,154

25,456 492,136

49,672 60,960

135,351 9,983

30,536 3,840

1,287 43,312

61,369 68,642

25,305,104

18,190,437

8,303,715

13,220,900

5,653,071 4,500,000

1,227,833 3,061

434,527 178,822

15,486 43,800

192,720 243,766

780,075 86

16,976,629

19,026,708

2,183

40,692

16,798,483 12,016,112

135,269

100,000

24,759

18,400,000

10,100

8,706 △ 6,483,887

5,953

12,016,112

31,042,820 31,042,820

未 払 金

前 受 金

連 結 貸 借 対 照 表

（２０２４年３月３１日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

科　　　　　　　　　　　目 科　　　　　　　　　　　目

未 収 入 金 未 払 費 用

商 品

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金

建 設 仮 勘 定

負　　　債　　　合　　　計

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 預 り 金

預 り 敷 金 及 び 保 証 金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等そ の 他

固 定 負 債

固 定 資 産

長 期 借 入 金

社 債

有 形 固 定 資 産

資 本 金

建 物

長 期 預 り 金

構 築 物

退 職 給 付 に 係 る 負 債

公共施設等運営権更新投資

機 械 及 び 装 置

長 期 未 払 金

公 共 施 設 等 運 営 権

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本

器 具 及 び 備 品

資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券

　資　　　産　　　合　　　計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

敷 金

そ の 他

純 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

未 収 還 付 法 人 税 等

　　　純　　　資　　　産　　　の　　　部

建 設 協 力 金

賞 与 引 当 金

電 話 加 入 権
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（単位：　千円）

　　売　　上　　原　　価

　　販売費及び一般管理費

　　営  業  外  収  益

57

31,391

8,506

　　営   業  外  費  用

147,115

45,000

18,070

5,041

　　特  別  利  益

1,415

90

　　特  別  損  失

1,415

42,982

4,600

△ 17,528

当 期 純 損 失 （ △ ） △ 1,584,716

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 （ △ ） △ 1,584,716

△ 12,927

固 定 資 産 圧 縮 損

44,397

税金等調整前 当期 純損 失（ △） △ 1,597,644

法 人 税 , 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 除 却 損

支 払 手 数 料

そ の 他 215,228

経 常 損 失 （ △ ） △ 1,554,753

国 庫 補 助 金

1,505固 定 資 産 売 却 益

社 債 利 息

受 取 利 息

助 成 金 収 入

そ の 他 39,955

支 払 利 息

428,125

売 上 総 利 益 3,884,362

5,263,843

営 業 損 失 （ △ ） △ 1,379,480

連 結 損 益 計 算 書

（２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

　　売　　　　上　　　　高 4,312,488
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(単位：　千円)

13,600,829

連結株主資本等変動計算書

（２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

株主資本

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 9,250,000 9,250,000 △ 4,899,170 13,600,829

-

当連結会計年度変動額

　　減　　　　資 △ 9,150,000 9,150,000 -

△ 1,584,716　　  親会社株主に帰属する当期純損失（△） △ 1,584,716 △ 1,584,716

18,400,000 △ 6,483,887 12,016,112 12,016,112

当連結会計年度変動額合計 △ 9,150,000 9,150,000 △ 1,584,716 △ 1,584,716 △ 1,584,716

当連結会計年度期末残高 100,000
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連 結 注 記 表 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 （１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 1 社 

連結子会社は株式会社広島エアポートホテルである。 

 （２）持分法の適用に関する事項 

広島空港給油施設株式会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

から見て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲から除外している。 

 （３）連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。 

 （４）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

      関係会社株式     移動平均法による原価法 

    ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

      主として先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定) 

 （５）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

建物・構築物                 定額法 

建物・構築物を除く有形固定資産    定率法 

    ② 無形固定資産                定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づいている。ま

た、公共施設等運営権及び更新投資に係る資産の減価償却の方法については、「４．連結貸借

対照表に関する注記 （５）公共施設等運営権」に記載のとおりである。 

（６）重要な引当金の計上基準 

賞与引当金 

      従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上している。 

（７）重要な収益及び費用の計上基準 

① 空港事業 

空港事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給

油、旅客施設等に関するサービスを提供する義務を負っている。当該履行義務は、顧客が空港

施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識している。 

② ホテル事業 

ホテル事業においては、主に顧客への客室の提供、レストランや宴会場での料理や飲物のサー

ビスを提供しており、顧客への役務の提供が完了した時点で収益を認識している。 
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（８）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    ① 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。 

     ② 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

固定資産の減損 

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

有形固定資産 8,303,715 千円 

無形固定資産 16,976,629 千円 

減損損失 －千円 

 （２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 算出方法 

当社グループは、減損の兆候が認められる場合には、資産又は資産グループについて、当該

資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る

場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとして

いる。 

    ② 主要な仮定 

割引前将来キャッシュ・フローの算定にあたっては、ウクライナ情勢、急激な物価高騰や円安の

進行等、先行きが不透明な影響からの回復シナリオ等を仮定し、直近の旅客数の減少を反映し

た空港運営事業期間にわたる計画に基づいて判定を行うこととしている。 

    ③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

当社グループでは、合理的な仮定に基づき、割引前将来キャッシュ・フローを算定することとし

ているが、当該仮定はウクライナ情勢、急激な物価高騰や円安の進行等、先行きが不透明な状

況であることから不確実性を伴う。現時点においては、重要な減損損失が発生する可能性は低

いと判断している。 

 

３．会計上の見積りの変更に関する注記 

 公共施設等運営権は空港運営事業期間にわたって定額法にて償却しており、償却期間を 29 年 

6 か月として減価償却を行ってきたが、当連結会計年度において、2023 年 9 月 19 日に国土交通省

と締結した「事業期間の延長に関する合意書」に基づき、空港運営事業期間を 1 年延長したことに

より、2023 年 9 月において償却期間を 30 年 6 か月に見直し、将来にわたり変更した。 

この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の減価償却費が 11,174 千円減少し、営業

損失、経常損失および税金等調整前当期純損失が同額減少している。 
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４．連結貸借対照表に関する注記 

（１）所有権に制約のある資産 

   ビル施設等事業に関する建物等については、売買予約契約に基づき所有権移転請求権仮登記を

設定している。 

（２）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

     現金及び預金           5,102,175 千円 

     売掛金                 331,867 千円 

     未収入金               25,456 千円 

     建物                5,653,071 千円 

     構築物               1,227,833 千円 

     器具及び備品            100,000 千円 

     公共施設等運営権       16,798,483 千円 

      計               29,238,888 千円 

   ② 担保に係る債務 

    長期借入金           13,220,900 千円 

（３）圧縮記帳額 

   ① 地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得原価から控除して 

いる圧縮記帳累計額 

建物                 13,442 千円 

機械及び装置     57,816 千円 

器具及び備品     17,730 千円 

     ② 当連結会計年度において、地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、固定資産の取得 

原価から控除している圧縮記帳額 

建物              1,415 千円 

（４）有形固定資産の減価償却累計額  2,382,332 千円 

 （５）公共施設等運営権 

     ① 公共施設等運営権の概要 

        ・事業名称 

広島空港特定運営事業等 

        ・公共施設等運営権の対象となる公共施設等の内容 

（名称）      広島空港  

（事業の範囲） 空港運営等事業、空港航空保安施設運営等事業  

環境対策事業、その他附帯事業  

        （対象施設）   空港基本施設、空港航空保安施設、道路、駐車場施設、空港用地(非国有地

を除く)、各施設に附帯する施設 

・実施契約に定められた運営権対価の支出方法  

空港運営事業開始日までに 18,500,000 千円を一括で支払っている。 

・運営権設定期間 

 2020 年 12 月 18 日～2051 年 12 月 17 日 
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・残存する運営権設定期間 

 2024 年 4 月 1 日～2051 年 12 月 17 日 

(注)2023 年 9 月 19 日に締結した「事業期間の延長に関する合意書」に基づき、 

空港運営事業期間を 1 年延長した。 

② 公共施設等運営権の減価償却の方法 

空港運営事業期間にわたって定額法にて償却（30 年 6 ヶ月） 

     ③ 更新投資に係る事項 

・主な更新投資の内容及び投資を予定している時期 

主な更新投資の内容 時 期 

飛行場灯火施設改修工事 2024 年 3 月期～2031 年 3 月期 

 

・更新投資に係る資産の計上方法 

更新投資を実施した際に、当該更新投資のうち資本的支出に該当する部分に関する支出額

を無形固定資産として計上することとしている。 

・更新投資に係る資産の減価償却の方法 

更新投資を実施した時より、当該更新投資に係る資産の経済的耐用年数(当該更新投資に

係る資産の経済的耐用年数が公共施設等運営権の残存する運営権設定期間を上回る場合

は、当該残存する運営権設定期間)にわたり定額法により償却することとしている。 

 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

  発行済株式の種類及び総数に関する事項 

                                                                  （単位：株） 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 210,000 － － 210,000 

優先株式 16,000 － － 16,000 

   

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用は短期的な預金とし、資金調達は銀行からの借入によっている。長期借入金及び社債は

広島空港特定運営事業等開始資金及び設備投資資金に充当している。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2024 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

である。 

                                                                （単位：千円） 

 貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額 

① 現金及び預金 5,102,175 5,102,175 － 

② 長期借入金 (13,220,900) (13,220,900) － 

③ 社債 (4,500,000) (3,710,915) 789,085 

(※)負債に計上されているものについては、（ ）で示している。 
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(注 1)金融商品の時価の算定方法 

① 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

② 長期借入金 

長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利が反映されるため、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっている。 

     ③ 社債 

       元利金の合計額を当該社債の残存期間及び自己の信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定している。 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 

 （１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社グループは、広島県内において、賃貸用の旅客ターミナルビル、貨物ターミナルビル及び駐車

場を有している。なお、賃貸用の旅客ターミナルビルには、当社が使用している部分を含んでいる。 

 （２）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

 (単位：千円) 

 連結貸借対照表計上額 時価 

賃貸等不動産として使用される部分

を含む不動産 
6,678,881 6,678,881 

    (注 1)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。 

    (注 2)時価は、社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定書」に基づいて、自社で合理的に算出した 

金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)である。 

 

８．1 株当たり情報に関する注記 

（１）1 株当たりの純資産額        19,124 円 35 銭 

（２）1 株当たりの当期純損失（△）    △7,546 円 27 銭 
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（単位：千円）

金 額 金 額

5,395,236 766,197

4,834,409 33,631

291,625 112,806

18,452 451,915

48,784 60,021

127,401 8,458

27,112 3,840

1,198 38,526

46,249 56,997

25,277,318

18,132,552

8,295,807

13,220,900

5,652,421 4,500,000

1,227,833 3,061

433,826 178,822

15,486 43,800

186,162 185,968

780,075

16,965,869

18,898,750

1,313

30,803

16,798,483 11,773,804

135,269

100,000

15,641

18,400,000

100

10,000 18,400,000

5,541

△ 6,726,195

△ 6,726,195

△ 6,726,195

11,773,804

30,672,554 30,672,554

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

貸 借 対 照 表

（２０２４年３月３１日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

科　　　　　　　　　　　目 科　　　　　　　　　　　目

預 り 金

前 受 金

未 払 費 用

商 品

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

長 期 借 入 金

社 債

有 形 固 定 資 産

建 設 協 力 金

賞 与 引 当 金未 収 還 付 法 人 税 等

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等そ の 他

固 定 負 債

固 定 資 産

売 掛 金 未 払 金

資 本 金

建 物

長 期 預 り 金

構 築 物

退 職 給 付 引 当 金

公共施設等運営権更新投資

機 械 及 び 装 置

公 共 施 設 等 運 営 権

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

預 り 敷 金 及 び 保 証 金

建 設 仮 勘 定

負　　　債　　　合　　　計

　　　純　　　資　　　産　　　の　　　部

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

出 資 金

　資　　　産　　　合　　　計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

関 係 会 社 株 式

そ の 他

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：　千円）

　　売　　上　　原　　価

　　販売費及び一般管理費

　　営  業  外  収  益

54

25,665

3,527

　　営   業  外  費  用

147,115

45,000

18,070

3,992

　　特  別  利  益

1,415

　　特  別  損  失

1,415

42,982

3,840

△ 17,528法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 損 失 （ △ ） △ 1,591,237

△ 13,688

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △ 1,604,926

法 人 税 , 住 民 税 及 び 事 業 税

国 庫 補 助 金 1,415

固 定 資 産 圧 縮 損

44,397

支 払 手 数 料

そ の 他 214,179

支 払 利 息

助 成 金 収 入

そ の 他 29,247

経 常 損 失 （ △ ） △ 1,561,944

326,984

売 上 総 利 益 3,218,677

4,595,690

営 業 損 失 （ △ ） △ 1,377,012

社 債 利 息

受 取 利 息

損 益 計 算 書

（２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

　　売　　　　上　　　　高 3,545,662
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(単位：　千円)

(単位：　千円)

　当期純損失（△）

株主資本

13,365,042△ 5,134,957

資本金

当期首残高 9,250,000 9,250,000 9,250,000 △ 5,134,957

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

当期変動額

　　減　　　資 △ 9,150,000 9,150,000 9,150,000

繰越
利益剰余金

当期末残高 100,000

△ 1,591,237　当期純損失（△） △ 1,591,237

当期変動額合計

△ 1,591,237 △ 1,591,237

当期末残高

純資産合計

13,365,042

-

△ 1,591,237

△ 1,591,237

11,773,804

当期首残高

当期変動額

　　減　　　資

11,773,804

株主資本等変動計算書

（２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで）

△ 1,591,237

△ 1,591,237

-

18,400,000 18,400,000 △ 6,726,195 △ 6,726,195

当期変動額合計 △ 9,150,000 9,150,000 9,150,000
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法   

関係会社株式       移動平均法による原価法 

    ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定) 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

建物・構築物                  定額法 

 建物・構築物を除く有形固定資産       定率法 

    ② 無形固定資産                定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づいている。ま

た、公共施設等運営権及び更新投資に係る資産の減価償却の方法については、「４．貸借対表

に関する注記 （６）公共施設等運営権」に記載のとおりである。 

（３）引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

      従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上している。 

② 退職給付引当金 

従業員退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上している。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。 

（４）収益及び費用の計上基準 

空港事業 

空港事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給

油、旅客施設等に関するサービスを提供する義務を負っている。当該履行義務は、顧客が空港

施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識している。 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

     記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。 
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２．会計上の見積りに関する注記 

  固定資産の減損 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

有形固定資産 8,295,807 千円 

無形固定資産 16,965,869 千円 

減損損失 －千円 

 （２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

連結計算書類「連結注記表 ２.会計上の見積りに関する注記 固定資産の減損」に記載した内容と

同一である。 

 

３．会計上の見積りの変更に関する注記 

公共施設等運営権は空港運営事業期間にわたって定額法にて償却しており、償却期間を 29 年 6 か月

として減価償却を行ってきたが、当事業年度において、2023 年 9 月 19 日に国土交通省と締結した「事

業期間の延長に関する合意書」に基づき、空港運営事業期間を 1 年延長したことにより、2023 年 9 月に

おいて償却期間を 30 年 6 か月に見直し、将来にわたり変更した。 

この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の減価償却費が 11,174 千円減少し、営業損失、経

常損失および税引前当期純損失が同額減少している。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（１）所有権に制約のある資産 

ビル施設等事業に関する建物等については、売買予約契約に基づき所有権移転請求権仮登記を

設定している。 

（２）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

     現金及び預金           4,834,409 千円 

     売掛金                 291,625 千円 

未収入金                18,452 千円 

     建物                5,652,421 千円 

     構築物               1,227,833 千円 

     器具及び備品           100,000 千円 

     公共施設等運営権       16,798,483 千円 

     関係会社株式                0 千円 

       計               28,923,228 千円 

② 担保に係る債務 

     長期借入金            13,220,900 千円 

（３）圧縮記帳額 

① 地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得原価から控除している圧       

縮記帳累計額 

建物                 13,442 千円 

機械及び装置             57,816 千円 
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器具及び備品            17,730 千円 

    ② 当事業年度において、地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、固定資産の取得 

原価から控除している圧縮記帳額 

建物                1,415 千円 

（４）有形固定資産の減価償却累計額  2,294,602 千円 

（５）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権                 5,809 千円 

  短期金銭債務                 2,657 千円 

（６）公共施設等運営権 

① 公共施設等運営権の概要 

     ・事業名称     広島空港特定運営事業等 

     ・公共施設等運営権の対象となる公共施設等の内容 

（名称）       広島空港  

（事業の範囲）  空港運営等事業、空港航空保安施設運営等事業  

環境対策事業、その他附帯事業  

      （対象施設）   空港基本施設、空港航空保安施設、道路、駐車場施設、空港用地(非国有地を

除く)、各施設に附帯する施設 

・実施契約に定められた運営権対価の支出方法  

空港運営事業開始予定日までに 18,500,000 千円を一括で支払っている。 

・運営権設定期間 

 2020 年 12 月 18 日～2051 年 12 月 17 日 

・残存する運営権設定期間 

2024 年 4 月 1 日～2051 年 12 月 17 日 

(注)2023 年 9 月 19 日に締結した「事業期間の延長に関する合意書」に基づき、 

空港運営事業期間を 1 年延長した。 

② 公共施設等運営権の減価償却の方法 

空港運営事業期間にわたって定額法にて償却（30 年 6 ヶ月） 

③ 更新投資に係る事項 

・主な更新投資の内容及び投資を予定している時期 

主な更新投資の内容 時 期 

飛行場灯火施設改修工事 2024 年 3 月期～2031 年 3 月期 

       ・更新投資に係る資産の計上方法 

更新投資を実施した際に、当該更新投資のうち資本的支出に該当する部分に関する支出額を無

形固定資産として計上することとしている。 

・更新投資に係る資産の減価償却の方法 

更新投資を実施した時より、当該更新投資に係る資産の経済的耐用年数(当該更新投資に係る

資産の経済的耐用年数が公共施設等運営権の残存する運営権設定期間を上回る場合は、当該

残存する運営権設定期間)にわたり定額法により償却することとしている。 
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５．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

    営業取引による取引高 

      売上高                54,654 千円 

      販売費及び一般管理費       132,470 千円 

 

６．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金であるが、全額評価性引当を行っている。 

 

７．関連当事者との取引に関する注記                                       (単位：千円) 

種類 会社等の名称 
議決権の所有

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

期末 

残高 

その他の

関係会社 

三井不動産㈱ 
(被所有) 

直接 32.00% 

役員の兼任 

担保の受入 

担保の受入 

(注) 

13,220,900 

 
－ － 

東急㈱ 
(被所有) 

直接 30.00% 

役員の兼任 

担保の受入 

担保の受入 

(注) 

13,220,900 

 
－ － 

子会社 
㈱広島エアポ

ートホテル 

(所有) 

直接 100.00% 

役員の兼任 

施設の運営

委託 

担保の受入 

担保の受入 

(注) 
13,220,900 － － 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注)金融機関からの借入金に対して、物上保証を受けている。なお、取引金額には期末借入金

残高を記載している。 

 

８．1 株当たり情報に関する注記 

（１）1 株当たりの純資産額       17,970 円 49 銭 

（２）1 株当たりの当期純損失（△）  △7,577 円 32 銭 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 謄本 

独立監査人の監査報告書 

2024 年５月 21 日 

広島国際空港株式会社 

取締役会 御中 

 

奧 兆生公認会計士事務所 

広島県広島市 

公認会計士  奧 兆生 

 

監査意見 

私は、会社法第444条第４項の規定に基づき、広島国際空港株式会社の2023年４月１日から2024年３月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

私は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

広島国際空港株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益

の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける私の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び

運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

私の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。 

連結計算書類の監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、

また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。 

 

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
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業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。 

 

連結計算書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計

算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性

があると判断される。  

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書

において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の

注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。

監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに

連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切

な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社及び連結子会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上  
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計算書類に係る会計監査人の監査報告 謄本 

独立監査人の監査報告書 

2024年５月21日 

広島国際空港株式会社 

取締役会 御中 

 

奧 兆生公認会計士事務所 

広島県広島市 

公認会計士  奧 兆生 

 

監査意見 

私は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、広島国際空港株式会社の2023年４月１日から20224年

３月31日までの第４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。 

私は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 

監査意見の根拠 

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける私の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び

運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

私の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、

そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。 

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類

等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は

集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると

判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を

検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に

おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事

項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の

結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続

企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算

書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上  
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監査役会の監査報告 謄本 

 

監査報告書 

 

当監査役会は、2023 年 4 月 1 日から 2024 年 3 月 31 日までの第 4 期（2023 年度）事業年度における

取締役の職務の執行に関して、監査役全員が協議して監査した結果、全員の一致した意見として本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。 

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法で監査を実施いたしました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために

必要なものとして、会社法施行規則第 100 条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取

締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を整備している旨の通知を受けました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 （1） 事業報告等の監査結果 

① 事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 
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③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。 

 

 （2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人 公認会計士 奥 兆生氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 （3） 連結計算書類の監査結果 

会計監査人 公認会計士 奥 兆生氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

  

 

２０２４年 ５月 ２３日 

 

広島国際空港株式会社 監査役会 

 

常勤監査役 亀 村 直 樹     ㊞ 

 

監査役 小 寺  洋       ㊞ 

 

監査役 藤 井 義 則     ㊞ 
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